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問題の所在
1990年 代の日本政治は,「55年 体制の崩壊」 と 「政界再編」の時代であっ
た。 しかし,そ の中で有権者 レベルでは党派心の再編が行われたとはいえず,
むしろ政党離れが生 じて無党派層が増大 したω。有権者の政党離れをもた ら
した要因としては,自 民党対社会党,保 守対革新 といった55年 体制 におけ
一 る政治の認知枠組みが崩壊 したことによって,い わば認知的不協和状態が生
じていることを指摘できよう。加えて,政 党の側が超高齢社会を迎える21
世紀の日本社会に関する明確な ビジョンを国民に対 して提示 していないこと
も,政 党間の基本的スタンスの差異を不明確にさせ,有 権者の脱政党を もた
らした原因のひとつに挙げられる。
内政面に絞ると,超 高齢社会となる21世 紀の日本の方向性を決めるポイ
ントは,自 己責任の論理をどこまで認めるかということと,国 民の負担と福
祉のあり方にあるといえる。言い換えれば,国 民の政府か らの自立意識に基
づ き,で きるだけ 「小さな政府」を志向するのか,福 祉国家論に基づいて高
福祉 ・高負担の 「大きな政府」の路線でいくのかが,今 後の政治的対立軸を
構成すると考えられる。現状では,こ の対立軸に沿って政党が布置されてい
るとはいえないが,世 論の次元ではいかなる状況にあるのだろうか。デモク
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ラシーが民意に基づ く政治形態であることを考えると,わ が国の方向性に関
わる 「自己責任」 と 「福祉国家」に関する民意の状況を把握 してお く必要が
あろう(2》。
本稿では,1996年ll月 に杏林大学プロジェクト研究の一環 として実施 さ
れた全国世論調査データから,経 済生活の責任と国民負担 と社会保障のあり
方に関する国民の意識を把握 し,さ らに規定要因を分析する。これによって,
貧困観と福祉国家観に関する国民の意識の現状について若干の考察を加えた
い(3)0
1.貧 困 観 一自己責任か社会責任か一
1-1単 純集計結果
1990年 代にはいって 「自己責任」という言葉が,頻 繁 に使用 されるよう
になった。その契機のひとつに,相 次 ぐ金融機関の破綻 とそれに対する公的
資金の投入が世論の激 しい批判を招いたことが挙げられる。政府は,預 金者
保護を目的として公的資金を投入するのだと説明し,あ くまで臨時的な措置
であると説明した。そして,将 来的には預金保険機構によるペイオフが発動
され,金 融機関が経営破綻をきたした場合には,預 金者は一定金額 しか保証
されなくなることから,金 融機関や金融商品の選択そのものが預金者の自己
責任に帰するという論理が広 く主張されるようになった。
この 「自己責任」は,金 融関係にとどまらず,.個人主義をベースとする自
由主義の基本である。 したがって,自 由主義経済の下では,個 人の経済生活
一般に関 して,自 己責任という言葉を使 うことができる。 しか し,20世 紀
前半には,個 人生活に対する政府の保護が重視 されるようになっていった。
1919年 に制定されたワイマール憲法において規定され た社会権,1929年 の
大恐慌の後 に施 されたニューディール政策,「揺 りかごか ら墓場まで」 とい
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うスローガンで第2次 大戦後における各国の社会保障制度の基礎となったべ
ヴァリッジ報告(1942年)な どを契機 として,先 進諸国は大 きな政府の路
線を歩み,福 祉国家化が進行 した。
しかし,第2次 世界大戦後の先進諸国がいわゆる政府の市場介入や福祉国1
家化 という 「大 きな政府」の道を歩んだ結果,大 幅な財政赤字や行政機構の
巨大化などの問題を抱えるようになった。そこで政府論の論理 として注 目を
集あた新保守主義は,個 人の自助努力をベースとし,よ り小さな政府を志向
するものであった。わが国においても,財 政赤字の問題が顕在化 しτ きた
1970年 代末以降,ケ インズ型福祉国家に対 して新保守主義 ・新 自由主義の
立場が一般世論や政党次元で浮上 し,1980年 代 には国鉄の分割 ・民営化な
どの新保守主義的な改革が行われた④。
さらに1990年 代に入 ると,「自己責任」や 「自立」 という言葉が頻繁 に
用いられるようになった(5)。1990年代において政治家が著 した,い わゆる
「政治家本」の中でもっとも大きなインパク トを与えた小沢一郎の 『日本改
造計画』において,「 自己責任」や 「自立」という言葉が随所 にみえ る。同
書の中で小沢は次のように述べている。
「真に自由で民主的な社会を形成 し,国 家 とし・て自立す るには,個 人の
自立をはからなければな らない。その意味では,国 民の"意 識改革"こ そ
が,現 在の日本にとって最も重要 な課題といえる。そのためには(中 略)
個人に自己責任の自覚を求めることである。」(6)
「まず,国 民を保育器から解放することである。 もちろん,そ れによっ
て国民 は自己責任を要求される。 しか し,そ れでよいと私は思 う。自己責
任のないところに,自 由な選択など存在 しない。十分な情報が与えられ・
その中か ら個人が責任をもって選択 してゆく。それが本当の自由社会であ
る。(中 略)政 治に求められることは,国 民にできあいの 「豊かな生活」
を提供することではない。国民が自分の意思で豊かな生活を築 き上げるこ
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とができるよう,障 害を取 り除き,環 境を整備することだ。」ω
こめように,小 沢は国民が自己責任の自覚をもつべきこと強調 し,政 策と
しては自由競争を促進 させる規制緩和や地方の自立を促進させる地方分権な
どを主張 している。
政府の役割を縮小 させようという新 自由主義的改革 は1980年 代の自民党
政権時代においても行われ,国 鉄の分割 ・民営化などが行われた。 しか しな
が ら,西 ヨーロッパで80年 代から導入された新自由主義的改革がわが国で
は本格的には導入されたわけではなく,そ の結果 として高失業率などの新自
由主義政策のマイナス面は顕在化 しなか った。 したが って,わ が国の国民は
新 自由主義の欠点を実感するには至 っていない。大嶽秀夫 は,「 社会 ・経済
制度に埋あ込まれた平等主義 など日本型社会民主主義的要素が濃厚であるば
かりでな く,政 治の場でも既得権益を守ろうとする圧力団体や官僚組織から
なる守旧勢力が強力で,新 自由主義にもとつ く改革が本格的には導入されて
いないか らである」(8)と述べている。そのような経緯から小沢一郎のr日 本
改造計画』における主張が国民にとって斬新に見えたといえる。とはいえ,
小沢の主張するような国民の意識変革が容易でないことも事実である。1990
年代に自己責任 という言葉が広く使用 されるようになったとはいえ,国 民に
は未だ 「自立型社会」への覚悟ができていないのではなかろうか。
本調査では,経 済生活における貧困の原因が個人にあるのか,そ れとも社
会にあるのかという点についての質問項 目が設定されている。小沢のいうよ
うな自立型 ・自由社会を形成するためには,そ の前提として,経 済生活に関
する自己責任論が国民の間に広 く行 きわたっている必要がある。仮に,貧 困
の原因が個人ではなく社会にあるという認識が一般的であるとすれば,今 後,
貧富の格差の拡大が生 じる可能性が大きい新 自由主義的な政策に対 して,国
民の多 くが抵抗感を抱 くことになろう。換言すれば,小 沢一郎の主張するよ
うな自立型社会への国民あ意識改革が困難な状況にあることを示す。
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そこで,次 の質問 に対 する回答 を取 り上 げ,検 討 を加 え る。
質問:わ が国にお金で困っている人たちがいるのはなぜだと思いますか。
次の二つの意見の中であなたの考え方に近いのはどちらですか。
1.彼 らが貧 しいのは怠惰と意志の弱さのせいである44.8%
2.彼 らが貧 しいのは社会が彼 らを不公平に扱 っている
か らである48.7%
3.DK・NA6.5%
回答選択肢1は 貧困を本人の責任に帰する見解で,自 己責任論の立場に立
つ。それに対 して回答選択肢2は 貧困の原因を社会に求めており,こ の見解
をとる者が多数を占めていれば,小 沢の主張する自立型 ・自己責任社会の実
現には国民の意識面で大 きな障壁が存在することになろう。
単純集計の結果 としては,社 会 に原因があるとする者の方が多いものの,
ほぼ半々に分かれている。 この分布をどのように解釈すればよいのであろう
か。筆者は,「彼 らが貧 しいのは怠惰と意志の弱 さのせいである」 という意
見に同意 した者が44.8%と いう結果は,自 己責任原理の基づいた社会を作 り
上げる上で少なすぎると考える。長いあいだ自由主義国家として歩んできた
わが国では,少 なくとも過半数がここでの自己責任論に立っていなければな
らない。 この結果からすると,自 己責任論がわが国の支配的な考えとなるに
はまだ時間がかかりそうである。
1-2社 会的属性 と貧困観
表1は,社 会的属性と貧困観とのクロス集計結果である。ここでのクロス
集計結果はすべて,統 計的有意水準(カ イ二乗検定の5%有 意水準)に 達 し
てい.る。 自己責任派の比率を社会的属性別に検討すると,以 下のような傾向
がみられる。
(1)女性よりも男性に多い。(2}30歳代で少なく,50歳 代 で多い。(3)大卒者
(365)219
政経論叢 第69巻 第2・3号
表1社 会的属性 と貧困観
社会的属性 自己責任 社会責任
性 別
男 49.0 46.4
女 40.5 51.0
年 齢
20-29 47.1 49.2
30-39 37.4 56.4
40-49 42.5 52.1
50-59 49.2 43.8
60一 46.0 44.3
学 歴
中学 41.2 48.5
高校 45.8 48.8
専門 39.4 56.9
短大 40.4 47.5
大学 50.7 44.7
職 業
農林漁業 38.5 49.2
自営 ・商工 54.8 41.1
自由 44.4 55.6
管理 50.7 42.5
事務 ・技術 4&4 46.6
労務 ・技能 42.2 55.4
パ ー ト ・ア ル バ イ ト 37.6 52.6
事業主婦 40.3 52.7
学生 49.1 473
無職 40.3 47.0
世帯年収(万)
～200 28.9 57.8
200～400 37.6 54.6
400～600 42.1 54.8
600～800 43.0 51.5
800～1000 463 47.6
1000～1200 58.7 37.E
1200～ 60.0 34.3
に比較的多い。(4旧 営 ・商工業者及び管理職に多く,農 林漁業,パ ート・ア
ルバイ ト,専 業主婦,無 職で少ない。⑤高所得層 ほど多い。
これらの結果を解釈すれば,経 済力 ・経済的自立度が高い立場にある者ほ
ど,自 己責任論者が多い傾向にあるといえる。例えば,男 性と女性との関係
では,男 性の方が一般に経済力があり,経 済的自立性が高い。 それ故,自 己
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図1年 齢と生活満足 ・自己責任
????? 一
一 生活満足派
一 自己責任派
20代30代 ・40代50代60以 上
責任論者が多いと考えられる。
その他,経 済力と密接に関わる意識変数として,生 活満足度が考えられる。
そこで次に,貧 困観を生活満足度と社会的属性との関係で検討 していく。
図1に は,年 齢層別の回答分布を示す。 このクロス集計結果を検討すると,
経済的貧困の原因が本人にあるという自己責任論 の立場 に立つ者 は,30代
及び40代 でやや少なく,20代 と50代 以上 で比較的多 いという分布 をみせ
ている。30代 ・40代 は所得の割には支出が多 く,生 活満足度 も低い層であ
る。年齢別生活満足者の比率(「満足」+「 どちらかといえば満足」)と 自己
責任派の比率はほぼ平行的な関係にある。 また,生 活満足度と経済的貧困の
原因 とのクロス集計結果によると,生 活に満足 している者では,自 己責任派
が過半数を占めているのに対 して,不 満派ではおよそ3分 の1に すぎない
(図2)。
このように,経 済生活の責任に関する回答の年齢階級別分布の差異は,世
代による社会化の違いに起因する意識のギャップというよりも,各 年齢層の
生活満足度との関連で解釈できる。 したがって,わ が国の経済状況が好転す
れば,自 己責任派の増大につながるであろうが,有 権者の世代交代の進展が
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図2生 活満足 ・不満と貧困観
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必然的に 「自己責任派」の増大を帰結する状況にはない。
生活満足度が自己責任意識 と結びつきがあるということは,所 得と自己責
任意識に関導性があると容易に想像できる。先に指摘 したように,今 回の調
査結果でも世帯年収が高 くなるにつれて自己責任派が多いという結果がみ ら
れる。当然のことではあるが,高 所得者層は生活満足度が高 く,貧 困を本人
の問題 とみなす傾向があるためと想定される。図3に 示すように,世 帯年収
と自己責任派 ・生活満足派の比率は正の相関関係にあり;自 己責任派が半数
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を超えるのは世帯年収が1000万 円以上の層である。 このよ うに,貧 困に関
する自己責任論は今のところ中 ・'高所得層の論理 といえる。
1-3政 治的態度と貧困観
わが国では,政 治的対立軸を表す用語 として 「保守」一 「革新」という言
葉が用いられてきた。近年では,こ の言葉の意味が薄れてきているものの,
保守一革新に代わる言葉は出てきていない。元来,保 守は資本主義擁護の立
場であり,革 新 は社会主義を志向する立場であった。 したが って,貧 困に関
する見方については,保 守派は自己責任の立場をとり,革 新派は社会責任の
立場をとる傾向があると考え られる。表2に 示すように,杏 林大学調査にお
いても,こ の傾向は明白にみ られる。
自己責任派の比率は保守になればなるほど多 く'なり,革 新になればなるほ
ど少な くなる。国民の経済的貧困に関する見方は,従 来の保革の対立軸で捉
え られる。 したがって,貧 困観に関 しては従来の保守一革新の軸 とオーバー
ラップする。
ところが;表3に 示すように,政 党支持 との関係をみると複雑な関係とな
る。55年 体制下で革新政党の位置にあった社民党 と共産党 の支持層には,
貧困の原因を社会に求める者が多いが,保 守政党の自民党のみな らず,民 主
表2保 革イデオロギーと貧困観 表3政 党支持態度と貧困観
保革イデオロギー 自己責任 社会責任
保守1 59.2 38.0
2 56.9 39.6
3 52.8 43ユ
4 41.9 51.5
5 40.E 54.0
6 39.5 55.3
革新7 29.8 70.2
支持政党 自己責任 社会責任
自民 53.9 40.7
新進 45.0 51.9
民主 54.9 42.7
共産 24.2 69.7
社民 37.5 54.2
無党派 408 52.2
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党の支持層にも自己責任論の立場をとる者が多い。旧社会党出身の議員も多'
い民主党であるが,そ の支持層の見解は,社 民党支持層 とは大 きく異なって
い る。 これは,旧 社民党が丸ごと民主党に合流するという結果にならず,鳩
へ
山由起夫によるいわゆる 「排除の論理」によって結果的に社民党が存続 した
ために,自 己責任論をとらない旧社民党支持者のうちの左派が社民党支持者
に残 り,結 果として民主党支持層 は自己責任派が多 くなっているのであろう。
また,自 己責任論 を主張する小沢一郎が当時所属 していた新進党支持層が
他党支持層よりも自己責任派が多 いという傾向はみられない。小沢は小選挙
区制を導入 して2大 政党 システムを構築 し,一それによって部分利益よりも全
体利益を重視 した大胆な改革が可能になると考えた(9)。しか し,小 選挙区制
を導入することと,従 来の日本で育たなか った新自由主義政党を形成するこ
ととの間には必然的な因果関係は認め られない。むしろ,自 民党に匹敵する
新たな大政党を作る為には,新 自由主義者のみならず,社 会民主主義勢力 と
も連携 しなければならない。実際,小 沢は福祉主義の立場にある公明党と共
に新進党を結成 した。その結果,新 進党支持層は自民党支持層よりも中道寄
りとなり,政 策 ・理念の不明確な選挙互助政党などと椰楡されることになっ
たことは記憶に新 しい。
このように,自 民,新 進,民 主 という議席数上位3政 党の支持層では,貧
困の責任に関する見解の分布にさほど差異が認められないが,そ の原因のひ
とつに各党の支持基盤が所得階層別に分化 していないことを挙げることがで
きる。本調査では世帯年収 も質問 していることから,世 帯年収 と政党支持 と
のクロス集計を行 ったところ,有 意水準に達 しなか った。政党の対立軸が
「小さな政府」対 「大きな政府」で形成 されるためには,高 所得者層に支持
基盤を置 く政党と低所得者層にそれを置 く政党とに分化する必要がある。つ
まり,政 党支持と経済生活の責任論との関連性が薄い原因として,わ が国に
おける所得階層と政党支持との関連性の低さを挙げることができる。
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1-4貧 困観の規定要因
今 まで,ク ロス集計 の結果か ら社会 的属性 や政治 ・生活意識 と貧 困の責任
との関係 を個別 に検討 して きた。最後 に ロジステ ィック回帰分析 の結 果か ら
貧困 の責任 の規定要因 を検討 してみ る。従属変数 は,貧 困の責任(自 己責任=
1,社 会責任=0)で あ る(DK・NAは 排除)。 独 立変数 と して は,性(男;
1,女=0),年 齢(実 年齢),世 帯 年 収(～200万=1,～400万=2,～600
万=3,～800万=4,～1000万=5,～1200万=6,1200万以上=7),生 活
満足度(満 足=1,ど ち らか といえば満足=2,あ ま り満足 して いな い=3,
満足 して いな い=4),今 後 の暮 し向 き(良 くなる=1,ど ち らか と いえば良
くな る=2,ど ち らかといえば悪 くな る=3,悪 くなる=4),保 革イデオロギー
(保 守1～ 革新7)を 取 り上 げた。
分析結果 を表4に 示 す。 ここに示 すよ うに,有 意 確率 がbつ5以 下 に あ る
のは,世 帯年収,生 活満足度,保 革 イデオ ロギーの3変 数 であ る。世帯 年収
は回帰係数が正 の値 を示 してい ることか ら,世 帯 年収 が高 い ことが 自己責任
論 を規定 してい ることを表 してい る。生 活満 足度 は負の値を示す ことか ら,
表4自 己責任を従属変数とするロジスティック回帰分析
回帰係数 有意確率
性0.2020.123
年 齢0.0020.724
世 帯 収 入0.1450.000
生 活 満 足 度 一〇.3090.002
今 後 の 暮 し向 き 一〇.1780.097
保 革 イ デ オ ロ ギ ー 一 〇.208,0.000
定 数1.101
分 類 の的 中率60.2
カ イ二 乗 値73.537
N1024
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満足度が高 いほど自己責任論の立場をとりやすいことを示す。保革イデオ面
ギーは負の値を示 しており,保 守的立場に自己を位置づける者ほど自己責任
論の立場をとりやすいことを示す。 これらの結果から,自 己責任論を規定す
る要因は,高 い生活水準 と保守イデオロギーであるということができる。
2.福 祉 国 家観一 「小さな政府」か 「大 きな政府」か一
2-1単 純集計結果
わが国においては現在,急 速な少子化 ・高齢化が進行 している。少子.・高
齢社会の出現は,世 代間扶養の要素を基礎 とする社会保障制度の財政危機を
もたらし,ひ いては国家財政の赤字の拡大や,増 税による景気悪化を帰結す
る。 しかし,今 後の超高齢社会のことを考えると,消 費税率アップなどによ
る国民の負担増は必至であろう。問題 は,国 民が高負担を伴 っても高福祉を
期待するのか,そ れとも老後の生活は自助努力を基本 として公的な福祉は最
低限度にとどめ,国 民負担をできるだけ抑えるのかという21世 紀の国家社
会の ビジョンに関わる国民の意識である。
わが国における国民負担率や社会保障給付費の対国民所得比は,欧 州先進
国に比 して低 く,ア メ リカとほぼ同水準の状態にある(10)。しかし,わ が国の
高齢化のスピー ドは先進諸国の中でも最 も速 く,21世 紀初頭 には世界で最
も65歳 以上人口比率の高いBと なる。超高齢社会の到来は,国 民の負担増
を必然的に伴い,国 民負担率の上昇 も必至である。 しかしながら,す でに健康
保険財政の赤字や基礎年金の未加入者の増加といった事態がみられ,こ のまま
いくと,社 会保障制度の根幹を揺るがしかねないような兆候が表れている。
国民 としては,少 ない負担で充実 した社会保障を受 けることが理想ではあ
るが,現 実にはそうはいかない。 したがって,超 高齢社会における社会保障
のあり方については,次 の2っ の方向性が存在する。ひとつは,国 民の自助
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努力 ・自己責任の原理にしたが って,政 府の役割をできるだけ小さくし,社
会保障や福祉を切 り詰めて国民負担率の増大を最小限に食い止めるという考
え方があるCも う一つのえ方としては,し っかりとした社会保障を政府がやっ
て くれるならば,国 民負担の上昇はやむを得ないとする考え方がある。国民
はこれ らの二者択一を迫 られた場合,何 れの立場を支持するのであろうか。
本調査では次のような質問項目が設定されている。
問:次 の問題 には,大 きく分 けて次 のよ うな二 つの意 見があ ります。 あな
たはどち らの意見 に どの程度賛成 ですか。
A.税 金 が安 くな るな らば,社 会保 障 や福祉 の切 り詰 め もや むを
えない
B.社 会保障 や福祉 など,国 が責任 を持 ってや って くれ るな らば,
多少税金 が上が って も仕方 がな い。
1.Aの 意見 に近 い(7.6%)2.ややAの 意見 に近 い(13.7%)
3.や やBの 意 見に近 い(46.2%)4.Bの意見に近 い(27.4%)
5.DK・NA(5.0%)
この質問において提示されたAの 意見は,自 立 ・自己責任 に基づ く 「小
さな政府派」であり,Bの 意見は社会保障を重視する 「大きな政府派」とい
うことができる。上 に示 した単純集計結果か らすると,多 数派は 「大きな政
府派」であり,換 言すれば社会民主主義的立場をとる者である。これは,質
問文において,と 「多少」という文言がついていることも影響 していると考
えられるが,と もか く,国 民の多 くは,た とえ税負担が少なくなったとして
も社会保障や社会福祉が切り詰め られることには抵抗感を抱いているという
のが実態である。この結果は,自 らの既得権益の損失を恐れ 「保身性」が強
い村上泰亮の 「新中間大衆」論を想起 させる㈹。
それに対 して,社 会保障や福祉の切 り詰めを肯定する者はおよそ2割 にと
どまる。 これは,わ が国の国民負担率が ヨーロッパ主要国に比 して低い現状
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のなかで,社 会保障や福祉の現状を 「行 き過 ぎ」 とは認識 していないためで
あろう。また,こ の回答結果の背後には,年 金制度などの将来の不安が存在
することも挙げられる。 この結果からすると,社 会保障の水準の維持や充実
を理由とした税や社会保険料などの負担増に対 して,国 民は当面は容認する
状況にある。
2-2貧 困観と福祉国家観
それでは,先 に検討 した貧困観 と福祉国家観 との間には明確な関連性が認
められるのであろうか。一般に,経 済生活に関 して自己責任論の立場にある
者は,小 さな政府を志向 し,社 会責任論を唱える者は大 きな政府を志向する
と想定される。つまり,今 回の質問に対 して,自 己責任論に立脚する者 は,
国民の自助努力を重視する 「低福祉 ・低負担」の志向をもち,貧 困は社会の
問題とする者 は 「高福祉 ・高負担」の志向をもっていると想定することがで
きる。 ところが,図4に 示すクロス集計結果には,こ れら2っ の態度の関連
性はほとんどみられず,統 計的検定をパスしていない。
たとえ,個 人の経済生活においては自己責任論というネオ ・リベラル的な
図4貧 困観と福祉国家観
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立場をとっていても,福 祉国家については社民主義的な立場に立つ者が多数
派を占める。つまり,有 権者の中で真の自己責任論者 と呼べる者は極めて少
数派である。貧困の原因を本人にあるとし,か つ福祉国家化を嫌 う自己責任
派は全体φ12パ ーセントしか存在 しない。そ して,経 済生活 に関 しては自
己責任の立場にありながら,福 祉国家化を支持する者が35.8パ ーセ ント,
貧困を社会の問題としっっ,福 祉国家化を支持する社民主義者 は41.7パ ー
セントにのぼる。 これ らの結果か らすると,大 胆な改革によって 「小さな政
府」を志向する新 自由主義政党が早晩,国 民の多数の支持を受ける状況には
ないといえる。
2-3社 会的属性ζ福祉国家観
負担 と福祉に関する意見は社会的属性と明確な関係がみ られない。表5は,
「Aの 意見に近い」 または 「ややAの 意見に近い」 と回答 した者を小 さな政
府派とし,「Bの 意見に近い」または 「ややBの 意見に近い」 と直答 した者
を大きな政府派として,属 性別のクロス集計結果である。 この中で,有 意水
準をパスしたのは学歴と世帯年収であり,他 の変数は有意水準に達 していな
い。学歴別には高学歴層で小さな政府派が少ないという傾向がみられる。ま
た,世 帯年収別には,高 所得者層で小さな政府が少ないという傾向がみられ
る。高所得者層は,基 本的に自助努力によって自らの生涯をまっとうするが
できるため,小 さな政府を志向すると考え られるが,こ のクロス集計結果で
むしろ逆である。おそ らくこの結果は,税 負担能力が高い層は負担増に対す
る抵抗感が小 さく,負 担能力の低い層はそれに対する抵抗が強いことを表 し
ているのであろう。
2-4政 治的態度と福祉国家観
社会的属性が福祉国家観を規定 していないとすれば,保 革イデオロギーや
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表5社 会的属性と福祉国家観
社会的属性 小さな政府 大きな政府
性 別
男 21.5 73.8
女 2L2 73.5
年 齢
20-29 28.0 78.6
30-39 22.5 67.7
40-49 18.6 73.1
50-59 20.i 76.4
60一 19.5 72.7
学 歴
中学 25.3 67.4
高校 21.9 72.4
専門 23.9 72.5
短大 17.2 80.8
大学 16.4 81.3
職 業
農林漁業 20.0 73.8
自営 ・商工 25.E 69.6
自由 22.2 72.2
管理 is.4 79.5
事務 ・技術 17.0 789
労務 ・技能 28.3 68.1
パ ー ト ・ア ル バ イ ト 19.5 72.2
事業主婦 19.4 76.3
学生 218 76.4
無職 22.4 70.1
世帯年収(万)
～200 28.9 62.2
200～400 21.5 73.2
400～600 22.6 74.2
600～800 24.7 69.8
800～1000 22.0 738
1000～1200 10.6 85.6
1200～ 16.4 80.0
政党支持態度が規定要因となっているのであろうか。表6に は,保 革イデオ
ロギー別に小さな政府派 と大きな政府派の比率を示す。 ここに示すように,
保守一革新の何れの立場をとる者でも大きな政府派が圧倒的に多 く,保 革イ
デオロギーによる違いはほとんどみられない。前に検討 した貧困観 について
は,保 革イデオロギーによって明確な違いが認められたが,福 祉国家観 は全
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表6保 革イデオロギーと福祉国家観 表7政 党支持態度 と福祉国家観
保革イデオロギー 小さな政府 大きな政府
保守1 19.7 78.9
2 24.8 72.E
3 22.6 73.0
4 20.0 74.8
5 18.2 80.3
6 35.5 61.8
革新7 19.1 76.6
支持政党 小さな政府 大きな政府
自民 22.2 74.0
新進 23.7 73.3
民主 13.4 81.7
共産 18.2 818
社民 14.6 75.0
無党派 22.5 73.4
くといってよいほど関連性が認められない。つまり,保 守 も革新 も大きな政
府を望んでいる。
また,支 持政党別にみても,差 異 は少ない。表7に 示すように,ど の政党
を支持する者 も大 きな政府を志向しており,支 持者間の意見の違いは明確で
はない。 しいて挙げると,経 済生活においては自己責任派が多かった民主党
支持層で大 きな政府派が最 も多いことを指摘できる。つまり,民 主党支持層
は貧困観においては自己責任の立場をとる者が多 いが,・福祉国家観 に関 して
は社民主義的な者が多いという特徴が見 られる。 しか し,全 体 として支持者
間の差異が少ないため,各 政党 は社会保障や福祉の分野で他党 とは明確に異
なった独 自のビジョンを提示することが困難な状況にある。
2-5福 祉国家観の規定要因
さ らに,属 性変数 に態度変数を加えて,小 さな政府の規定要因 をロジスティッ
ク回帰分析 によ って検討 してみた。 従属変数 は,「Aの 意見 に近 い」 な い し
「や やAの 意見 に近 い」 と回答 した小 さな政府 派 を1と し;「Bの 意 見 に近
い」 な い し 「ややBの 意見 に近 い」 と回答 した大 きな政 府派 を0と した
(DK・NAは 排除)。 独立 変数 と して は,性(男_],女=0),年齢(実 年齢),
世帯 年収(～200万=1,～400万=2,～600万=3,～800万=4,～1000
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表8小 さな政府を従属変数とするロジスティック
回帰分析
回 帰 係 数 有 意 確 率
惟 一〇.0320.832
年 齢 一〇.0090.075
世 帯 収 入 一〇.0740.123
生 活 満 足 度0.2820.013
今 後 の 暮 し向 き0.0730.562
保革 イデ オ ロギ ー 一〇.0130.813
定数 一1.331
分類 の 的 中 率77.9
カ イ二 乗 値18.473
NlO34
万=5,～1200万=6,1200万以上=7),生 活満足度(満 足=1,ど ち らか と
いえば満足=z,あ ま り満足 して いない_f-,満 足 していな い=4),今 後 の暮
し向 き(良 くな る=1,ど いらか といえば良 くなる=2,ど ち らか といえば悪 く
なる=3,悪 くなる=4),保 革:自己イメージ(保 守1～ 革新7)を 取 り上 げた。
分析結果 を表8に 示す。有意確 率が0.05を 下回 って い るのは,生 活 満足
度 しか な く,他 の5変 数 は税 と福祉 に関す る考 え方 を さほ ど規定 していない
といえ る。唯一有意水準 に達 した生活満足度 については,正 の値 を示 してお
り,満 足度が低 いほど小 さな政府 を指向 している。換言 すれば満足度 の低 い
層で,税 の負担増 に対す る強 い抵抗感がみ られ る。低所得層 の立場 に立 つべ
き社民 主義的政党が税負担増 を打 ち出せ ないのは,こ のよ うな意識状況 が存
在す ることに も一因が ある。
3.結 論
本稿では,21世 紀における日本の進路に関するキーワー ドである 「自己
責任」 と 「福祉国家」について,国 民の意識の現状に考察を加えてきた。そ
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の結果,つ ぎのような事実が明 らかになった。
(1)貧 困の原因については,個 人に原因があるとする者よりも,社 会に原
因があるとする者が多 く,自 己責任論の立場に立つ者は少数派で しか
ない。
(2)自 己責任論を規定する要因は,所 得,生 活満足,保 守イデオロギーで
ある。
(3)貧 困の原因に関する態度と税負担 と社会保障に関する態度との間には
明確な関連性が認め られない。
(4)税 負担と社会保障については,大 きな政府を志向する者が多 く,社 会
保障や福祉の切り詰あには抵抗が強い。
(5)社 会的属性や保革イデオロギーは,税 負担 と社会保障に関する態度を
規定する要因とはなっていない。
「自己責任」 と 「福祉国家」に関する国民の意識を分析の姐上に乗せた本
稿の問題意識の背後には,55年 体制後の政党再編 において,な ぜ小さな政
府 と大きな政府という対立軸が顕在化 しないのかという点が存在す る。その
原因としては,本 来,小 さな政府を目指すべき保守政党が公共事業や補助金
の配分といった大きな政府路線の上で集票力を維持 してきたことと,大 きな
政府を目指すべき革新政党の側が社会保障の充実に必要な国民の負担増を主
張できないできたことがある。それ らは,政 党側の怠慢 として政党を責める
ことは簡単である。
しか し,今 回の調査結果からみると,有 権者 レベルにおいて自立 と小さな
政府を志向する者が大きな勢力とはなっていないことが判明した。 したがっ
て,小 沢一郎の主張する国民の意識改革は容易ではない。また,主 要政党の
支持層別に,こ れ らの意見分布に明確な違いが認められないことも明らかに
なった。わが国においては欧米のように階級や階層を背景 とした 「大きな政
府」対 「小さな政府」という政治的対立軸に基づいて政党 と支持者 との関係
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が構築されてこなかったために,こ のような状況が生 じている。したがって,
従来の顧客(支 持者)を 逃がすことを恐れる政党は21世 紀 の日本社会 に関
して思い切 った明確な ビジョンを提示できないのであろう。今回の調査で明
らかになった大政党支持者間の意識の同質性は,政 策 ・理念に基づ く政党再
編に対する阻害要因となっているのである。
《注》
(1)た とえば,読 売新聞社の世論調査によれば,90年 代初頭には 「支持な し」
層は2割 強であったのが,95年 以降は5割 前後にまで増加 している。井田正
道 「代表選出の政治過程」三田清編著 『概説 官僚制 と政治過程』学術図書出
版社,1999年,第5章,参 照。
(2)マ ッケイによれば,ア メリカにおける主要な政治的対立軸は,1960年 代後
半か ら70年 代前半にかけては階級対立や民族対立をベースとしていたが,
1980年 代前半にはケインジアン対サプライサイ ド・エコノ ミクスという経済
学的対立となり,90年 代前半には自己責任にもとつ く自由市場対政府の介入
という経済及び福祉国家 をめ ぐる対立へ と変質 して いるという。David
McKay,AmericanPoliticsandSociety,ThirdEdition(Blackwell,1993),Ch5.
(3)本 調査は,平 成8年 度 「杏林大学プロジェクト研究費」の助成を得て行 った
研究(研 究課題 「転換期における政治意識と投票行動」,代 表;杏 林大学社会
科学部助教授河野武司,共 同研究者:同 教授公平愼作(故 人),同 専任講師岩
崎正洋,同 助手進邦徹夫,常 磐大学人間科学部専任講師井田正道(肩 書 きはい
ずれ も当時))に よる。記 して感謝の意を表 したい。調査の概要は次の通 り。
対象地域:全 国
対象:18歳 以上の男女計2000人
調査時期:第41回 総選挙後の1996年11月28日 ～12月4日
標本抽出法:層 化多段無作為抽出
調査方法:個 人面接法
回収率:61.1%(1222サ ンプル)
(4・)大 嶽秀夫 『日本政治の対立軸』中公新書,1999年,46ペ ージ。新保守主義
は,内 政面では,社 会民主主義的福祉国家観に対するネオ ・リベラル的主張を
行い,よ り小さな政府を目指す。具体的には,規 制緩和,民 営化,緊 縮財政な
どの政策を主張す る。また,外 交面では軍事的な国際貢献への積極的参加など
を主張する。本稿では内政面に絞 って,新 保守主義という用語を使用する。な
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お,ネ オ ・リベラリズム ・新自由主義 も同義 とする。また,ナ メリカにおける
新保守主義については,次 の文献で詳細に記述されている。飯沼健真 『アメリ
カー新保守主義の時代一』三省堂,1983年 。
(5)近 年,「 自己責任」という言葉は政治 ・経済だけでなく,多 様なケースに用
いられるようになった。 このような現状に対 して,桜 井哲夫は情報開示が不十
分で国や企業の無責任システムを放置 したままでの自己責任論の大合唱を批判
する。桜井哲夫 『〈自己責任〉とは何か』講談社現代新書,1998年 。
(6)小 沢一郎 『日本改造計画』講談社,1993年,5ペ ージ。
(7)同 上,187ペ ージ。
(8)大 嶽,前 掲書,238～239ペ ージ。
(9)小 沢,前 掲書,65～71ペ ージ。
(10)1996年 における租税 ・社会保障負担の対国民所得比 は,日 本36.4%,ア メ
リカ36.5%,イ ギ リス49.2%,ド イツ56.4%,フ ランス64.1%,ス ウェーデ ン
73,2%で あった。厚生省 『厚生白書』平成12年 版,ぎ ょうせい,2000年,352
ページ。
(11)村 上は,新 中間大衆は,職 業横断的に拡大 しっっある人口の巨大な中央部分
であるとし,そ の特性について次のように述べた。「新中間大衆 は,い ずれも
何 らかの形で既得権益に関わっており,失 うべき何物もないという無産者の状
態にはもはやない。(中 略)最 も制度化されたようにみえる福祉政策について
も,そ の整理がつねに議論にのぼるし,そ の他の特殊利益がさらに不安定なも
のであることはいうまでもない。そのために新中間大衆はかつての中産階級に
くらべて心理的に不安定であり,そ れぞれの権益が損なわれることに対 して敏
感に反応するだろう」。村上泰亮 『新中間大衆の時代』中央公論社,1984年,
229～230ペ ージ。
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